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はじめに
　21世紀初頭の新興経済諸国（ＢＲＩＣｓ）の急成長
とグローバル経済の深化は、先進経済諸国、とくにア
ジアに位置する日本の経済成長戦略の見直しを不可避
にしている。焦点は、衰退傾向が目立つ国内地域経済
（競争力）の再構築にある。小泉政権末期に策定され
た「新経済成長戦略」（2006年６月、経済産業省）と
その政策大綱である「経済成長戦略大綱」（2006年７
月、財政・経済一体改革会議）は、グローバル経済時
代の経済成長軌道を、イノベーションを柱にした＜国
際産業戦略＞と＜地域活性化戦略＞の２大戦略として
明示した。本稿では、後者を軸に地域経済再構築の課
題を整理する。
１　国土政策の大転換－広域ブロック 
　　による国土の再編成－
　21世紀における、日本の地域における産業競争力の
再構築は、国土政策と経済政策（地域産業政策）の両
面から追求されてきたと言えよう。まず、国土政策の
新展開と地域「競争力」の考え方を整理しよう。
●全総計画から国土形成計画へ
戦後日本の国土政策は、高度成長期の1962年に始ま
り５次にわたり更新された全総計画（全国総合開発計
画）として展開されてきた。それは一言で、計画の名
のとおり、まさに＜地域開発＞の展開であった。最後
の全総計画と言われた「21世紀の国土のグランドデ
ザイン－地域の自立の促進と美しい国土の創造－」が
1998（平成10）年３月に閣議決定されて以来、国土計
画のあり方が検討され、その結果が、2004（平成16）
年５月に、国土審議会調査改革部会報告「『国土の総
合的点検』－新しい “国のかたち” へ向けて－」（以
下「総合的点検」と略記）として公表される。そして、
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翌2005年７月には、全総計画の根拠法たる国土総合開
発法（1950年５月）が改正され、国土形成計画法へと
衣替えされる。2008年７月には、国土形成計画法によ
る全国計画が閣議決定され、以後、広域地方計画の策
定の段階に入っている、というのが2008年秋の状況で
ある。
かくして、戦後日本の国土開発、地域開発を主導し
てきた全総計画の時代は幕を閉じる。「総合的点検」
によれば、この全総計画から国土形成計画への転換は、
「開発」中心から「管理＝マネジメント」（成熟社会型）
中心の計画への大きな転換を意味する。実際、計画の
根拠法の目的（第１条）からは、次のように、「開発」
の文言が消え、「整備」に変えられた。
　・国土総合開発法の目的（第１条）－「国土の自然的
条件を考慮して、経済、社会、文化等に関する施
策の総合的見地から、国土を総合的に利用し、開
発し、及び保全し、並びに産業立地の適正化を図
り、あわせて社会福祉の向上に資すること」
　・国土形成計画法の目的（第１条）－「国土の自然的
条件を考慮して、経済、社会、文化等に関する施
策の総合的見地から、国土の利用、整備及び保全
を推進するため、国土形成計画の策定その他の措
置を講ずることにより、国土利用計画法（昭和
四十九年法律九十二号）による措置と相まって、
現在及び将来の国民が安心して豊かな生活を営む
ことができる経済社会の実現に寄与すること」
しかしながら、筆者が指摘する「全総型二階建て方
式」（高速道路・新幹線建設等個別開発計画の上に全
総計画ないし国土形成計画が乗っている方式）は変更
されておらず、全総計画なき開発政策は依然として継
続されることになる１）。その意味での開発主義は全く
放棄されてはいないのである（政治の転換がなされな
い）。
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●広域ブロックづくりへ－道州制の基盤づくり－
この点も大いに問題ではあるが、今回の転換で新し
く注目すべきは、＜都道府県廃止－道州制導入＞の基
盤づくりが明示されたことである。
それはまず何よりも、国土形成計画・全国計画が都
道府県を越える「広域ブロック」から構成される国土
の形成を「新しい国土像」として明示している点に明
らかだ。新しい国土像とは「多様な広域ブロックが自
立的に発展する国土を構築するとともに、美しく、暮
らしやすい国土の形成を図る」（「国土形成計画・全国
計画」第１部第２章第１節）ことであり、この国土像
形成が国土形成計画（全国計画）の基本的な方針とさ
れている。
第２に、10の「広域ブロック」区域はすでに決定さ
れていること。2006（平成18）年７月に国土形成計画
法施行令が閣議決定され、次の８つの広域地方計画区
域＝広域ブロック区域が公表された。
①東北圏（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、
新潟の各県）
②首都圏（埼玉、東京、神奈川、千葉、茨城、栃木、
群馬、山梨の各都県）
③中部圏（静岡、愛知、三重、岐阜、長野の各県）
④北陸圏（富山、石川、福井の各県）
⑤近畿圏（京都、大阪、兵庫、滋賀、奈良、和歌山
の各府県）
⑥中国圏（鳥取、島根、岡山、広島、山口の各県）
⑦四国圏（徳島、香川、愛媛、高知の各県）
⑧九州圏（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、
鹿児島の各県）
このうち、①と②のうちの福島・新潟２県と茨城・
栃木・群馬３県は分科会での協同の検討、さらに③と
④、⑥と⑦はそれぞれ合同協議会による協同の検討を
行うこととされた。
北海道と沖縄は、既存の振興計画等があるので、こ
れらも含めて、広域ブロック区域は10区域として設定
されたことになる。
第３に、国土形成計画は全総計画のような国主導か
ら分権型計画（国と地方の協同による広域ブロックづ
くりを行う二層の計画体系）へと転換すること。上
記の広域ブロック区域の計画は、国の地方行政機関お
よび区域内の都府県・政令市等から成る広域地方計画
協議会における計画づくりを踏まえて、国（国土交通
大臣）が同計画を決定することになっている。広域の
地方の意見を取り入れ広域ブロックづくりを進める形
で、広域ブロックの自立的な発展を誘導しようとする。
以上から明らかなように、国土形成計画は「広域ブ
ロック」を柱にした国土の再編成を狙っているが、こ
の広域ブロック区域は何を基準に設定されたのか。「広
域地方計画区域のあり方について」（国土審議会圏域
部会、平成18年６月21日）によれば、①地域の自立的
発展、②国際競争力の強化、③国民生活の安全確保、
④地球環境の保全にも寄与する豊かな環境、⑤自然・
経済・社会・文化等での密接な関係、⑥一体的形成の
必要性、⑦広域地方計画協議会の組織、の７点を基準
にして、区域設定を行ったとされる。しかし、国土総
合開発法のもとでこれまで制定されてきたブロック計
画は次のような圏域区分になっている。
①東北開発促進法（青森、岩手、宮城、秋田、山形、
福島、新潟の各県）
②首都圏整備法（埼玉、東京、神奈川、千葉、茨城、
栃木、群馬、山梨の各都県）
③中部圏開発整備法（静岡、愛知、三重、岐阜、長野、
富山、石川、福井、滋賀の各県）
④北陸地方開発促進法（富山、石川、福井の各県）
⑤近畿圏整備法（京都、大阪、兵庫、滋賀、奈良、
和歌山、福井、三重の各府県）
⑥中国地方開発促進法（鳥取、島根、岡山、広島、
山口の各県）
⑦四国地方開発促進法（徳島、香川、愛媛、高知の
各県）
⑧九州地方開発促進法（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、
宮崎、鹿児島の各県）
⑨北海道開発法（北海道）
⑩沖縄振興特別措置法（沖縄県）
この10区域分類は上記の広域ブロックとほとんど重
なっており、中部、北陸、近畿の３圏域の境界県であ
る福井、滋賀、三重３県の扱いの異同により、若干の
ブロック区分の違いが出る程度だ。広域ブロックにお
ける分科会、合同協議会設置の提案もこの違いへの配
慮と言えよう。
ところで、「広域地方計画区域のあり方について」
では、広域ブロックと道州制の違いをわざわざ指摘し
ている。広域地方計画区域＝広域ブロックと道州制は
目的と時間的視野で制度を異にすると次のように、説
明する。
　・目的－広域地方計画区域は都道府県制度を前提に
した広域的課題に対応することが目的なのに対
し、道州制は国と基礎自治体の中間の広域自治体
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の見直しによる国・地方公共団体のあり方の再構
築が目的である。
　・時間的視野－広域地方計画は10～15年程度だが、
道州制は長期である。
しかし、「将来、道州制が導入された場合においては、
計画策定上必要であれば広域地方計画区域も適切に見
直されるべきもの」とも述べ、広域ブロックと道州が
同じ区域になることも示唆する。
その道州制の導入についてのテンポもかなり速く
なっているように見える。地方制度調査会での検討を
ベースに、2006（平成18）年９月に初めて道州制担当
大臣が置かれる。そのもとで、道州制ビジョン懇談会
が設置され（2007年１月）、2008年３月に理念・目的
等をまとめた「道州制ビジョン懇談会中間報告」が公
表される。「中間報告」では、＜時代に適応した「新
しい国のかたち」をつくる＞ことを基本理念とし、①
繁栄の拠点の多極化と日本全体の活性化、②国際競争
力の強化と経済・財政基盤の確立、③住民本位の地域
づくり（中央集権は逆）、④効率的・効果的行政と責
任ある財政運営、⑤安全性の強化をめざす、「地域主
権型道州制」を形成する、としている。
同報告では、さらに2009年度中に最終答申を行い、
概ね10年後の2018年までには道州制への完全移行を行
うとしている。
こう見ると、上記の国土形成計画の広域地方計画策
定作業と道州制導入作業はほとんど同時並行的に進ん
でいると見てよさそうだ。とすれば、広域地方計画が
道州の基本戦略・展望を示すものになることは確実と
みてよいであろう。ただし、道州制の導入自体は都道
府県の廃止・合併や議会・議員等の政治制度の改革、
そして何よりも中央省庁の分権改革を伴うことから、
果たしてこんな日程で成就するかどうかは全く不透明
ではある。
２　広域ブロックの国際競争力形成
　　－「新しい産業集積」形成へ－
さて、広域ブロックであろうと道州であろうと、各
地域経済の最大の課題は＜グローバル経済のもとでの
地域間競争に互していけるだけの国際競争力をどのよ
うに形成するか＞にある。国土形成計画・全国計画で
はその点の課題意識は明確であり、したがって＜新し
い国土像＞を「多様な広域ブロックが自立的に発展す
る国土」の構築とする。そのポイントは、＜自立的な
発展＞にある。＜自立的な発展＞とはグローバル経済
下で地域が生き残っていける国際競争力を持つことを
意味する。また、「道州制ビジョン懇談会中間報告」
も＜地域主権型道州制＞をめざすとするが、国際競争
力の形成なしにはその目標は絵空事となろう。
さて、先の「総合的点検」では「二層の広域圏」構
想を提示した。21世紀の時代潮流－人口減少・高齢化、
国境を越えた地域間競争、環境問題、財政制約および
中央依存の限界－に適応するためには、「生活圏域」
を固めつつ、「地域ブロック」レベルでの国際競争力
を形成し、アジア自由経済圏時代に生き残るという構
想である（「自立圏連帯型国土」の形成）。「生活圏域」
と「地域ブロック」は次のようにイメージされる。
　・「生活圏域」－人口規模で30万人程度以上、中心
都市から時間距離１時間程度のまとまりを目安と
した複数市町村からなる圏域を指す。これは、人
口減少下にあっても、生活関連サービス（都市的
サービス）を維持し、地域社会の機能や活力を保っ
ていくための単位である。この間の市町村合併は
この「生活圏域」が期待されたといえよう。
　・「地域ブロック」－人口600 ～ 1,000万人程度以上
の規模（ベルギー、スウェーデン、スイス等欧州
の中規模諸国の人口・経済規模に概ね匹敵）を有
し、相互活用すべき諸資源や機能、施設をいわば
フルセットで備える自立した圏域を指す。これは、
東京以外の地域が、グローバルな地域間競争に生
き残るための経済社会単位である。
そして、「総合的点検」では、拠点都市圏２）や「新
しい産業集積」等の諸拠点を「地域ブロック」の牽引
役＝成長の極（growth pole）とし、その波及効果によ
りブロックの活力・競争力を形成する、と明示する。
上記の「道州制ビジョン懇談会中間報告」でも、「繁
栄の拠点の多極化」をめざす「地域主権型道州制」を
提示し、「地域ブロック」の拠点形成の考え方を継承
していると見られる。
この「新しい産業集積」の形成は、次のように提示
されている（「総合的点検」第１章第２節）。
①産業集積とは－「既存の産業が集積した地域におい
て、人が集まる核と産学間・企業間の連携・分業ネッ
トワークを構築することにより形成され」、ある程
度の地理的広がり（30分～１時間圏）をもつ。集積
の核は、企業（大企業、ベンチャー、外資系）、大学・
公的研究機関、民間団体・ＮＰＯ、行政・公的団
体、金融・事業所サービス産業などから構成される。
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産業集積のイメージは図表１を参照されたい。
②産業集積の達成目標（10 ～ 15年先）－技術革新（新
技術・新製品）の維持向上、地域産業の柔軟性や
適応性の向上、新技術・製品の開発基盤の確立、
地域雇用の確保の４つ。
③産業集積の形成手法－産業集積は地域により異な
るが、共通して重要なのは、まず集積の核（とく
に知的資本）とネットワーク（産学管・企業間の
連携・分業のネットワーク）の形成である。これ
により、分業、情報共有、新製品開発等の集積の
メリットが生まれ、活用できる。また、集積の潜
在能力（人材供給）の向上、居住環境の整備、初
期支援などが重要となる。
こうした「新しい産業集積」形成の提起は、全総計
画では初めてであり、地域がグローバル経済時代に自
立的に発展するためには不可欠であることを示す。と
くに、集積の核の構成を示し、そこにおける産学官・
企業間の連携・分業ネットワークが常に変化に適応す
るためには不可欠な条件であると強調している点は高
く評価できよう。広域地方計画の策定にあたっては、
地域の産業競争力の源泉としての各地域独自の「新し
い産業集積」形成を明確にしなければならない。
さて、「総合的点検」に示された、こうした産業競
争力形成の考え方は国土形成計画・全国計画にどう継
承されたか。まず第１に、この「地域ブロック」は「広
域ブロック」として継承される（というより言い換え
られた）。そして第２に、広域ブロック区域設定にあ
たっては、「総合的点検」を越えるより多面的な基準
が設けられる。上記の「広域地方計画区域のあり方に
ついて」によれば、広域ブロック区域設定の基準とし
て、「①地域の自立的発展」と「②国際競争力の強化」
の観点からは、人口規模・経済規模、都市・産業・学
術文化集積、国際交流基盤および東アジアとの日本海・
太平洋両海洋活用の４つがあげられている。「広域ブ
ロック」は欧州の中規模諸国並の人口・経済規模とそ
れを支える競争力基盤を基準にした区域、つまり、「地
域ブロック」と同じ区域設定であることを示す。
さらに第３に、より具体的な産業面での競争力形成
については、国土形成計画・全国計画では、「ブロッ
クの成長のエンジンとなりうる都市及び産業の強化」
（第１部第２章第１節）を目指すとして、第２部の分
野別基本方向の産業部分（第２章）で、次の４つの基
本方向を示す。
　・イノベーションを支える科学技術の充実（生産性
図表１　産業集積のイメージ
（出所）国土審議会調査改革部会報告「国土の総合的点検」61頁
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の向上、新技術・新産業の創出）
　・活力ある産業・雇用の創出（魅力ある産業立地環
境の整備、地域資源密着型産業の活性化、サービ
ス産業の活性化等）
　・食料の安定供給と農林水産業の展開（食料の安定
供給、農業競争力の強化等）
　・世界最先端のエネルギー需給構造の実現とその発信
これらの基本方向は、後述する「経済成長戦略大綱」
の主な施策を組み込んだものとみてよいであろう。し
かし、この書き方には、「総合的点検」で示された「地
域ブロック」の国際競争力をどう形成するか、という
視点は継承されてはいるが強調されているとは読めな
い。しかし、産業集積については、上記の「魅力ある
産業立地環境の整備」の項で、「地域における産業集
積の形成・活性化を促し、分業、情報共有、研究開発
における連携や農商工などの産業間連携を進め、効率
的・創造的事業活動を促進する」（第２部第２章第２
節（１））とのべる。これは、上記の「新しい産業集
積」形成提起を要約した表現とみてよいであろう。「新
しい産業集積」の形成が地域の国際競争力形成の鍵を
握っていると認識されている。
３　地域産業政策の展開－機能分散か 
　　ら内発的発展へ－
以上の国土政策面からの競争力形成のアプローチに
対し、もう１つの経済政策＝地域産業政策の展開から
のそれがある。戦後の地域産業政策の展開は大きく３
つの時期－生産機能分散・誘致の時代、内発的発展志
向の時代および地域競争力形成の時代－に分けられる。
まず、高度経済成長期（1960 ～ 1970年代）の生産
機能分散・誘致の時代。この時期は全総計画全盛の時
代であり、大都市の過集中の抑制＝生産機能（工場）
の地方分散が全総計画上の開発計画と工業制限３法の
もとで急展開する。全国の地方は工業団地を整備し、
工業再配置促進法の優遇措置を活用し、工場を誘致し
た。これにより、地方の工業集積が形成される。地方
の産業振興＝工業誘致の等式が形成された。
石油危機後の1980 ～ 1990年代は、内発的発展志向
の時代と言えよう。テクノポリス政策の時代と言って
もよい。地方工業のハイテク化＝マイクロエレクトロ
ニクス化・情報化（1983年５月、テクノポリス法）を
軸に、起業を促進し（1986年５月、民活法活用のリサー
チコア構想）、先端サービス産業の育成・集積（1988
年４月、頭脳立地法）もめざした。テクノポリス政策は、
全国26地域を対象地域に指定し、支援・推進機関＝テ
クノポリス開発機構をコーディネート機関として、産
学官連携により、新技術・新製品開発、人材育成、起
業促進を図り、地方工業集積の高度化を図ろうとした。
工業誘致よりも地域の工業（中小企業）のハイテク化
による地域の産業競争力の高度化をめざした、と言え
よう。同時に、新製品開発・起業の拠点であるリサー
チパーク、ハイテクパーク等サイエンスパークの形成
も活発化する。
テクノポリス政策は、当時のハイテク集積の典型で
あったシリコンバレーモデルの日本への導入でもあっ
た。だが、アメリカのような研究型大学が存在しない
日本では、産学官連携は進まず、また、テクノポリス
開発機構の人材天下り・縦割りのためコーディネート
機能は十分発揮できなかった。サイエンスパークの理
念（ハイテク技術の事業化・起業化）を唯一具体化し
たのは、リサーチコア指定第１号プロジェクトのかな
がわサイエンスパークＫＳＰであった。かくして、こ
の時代は内発的発展は志向しながらも、そのシステム
構築には失敗する３）。
転機は20世紀末にやってきた。21世紀の本格的な地
域間競争と地域競争力＝地域優位形成の時代が始ま
る。1998年12月、新事業創出促進法、通称、地域プラッ
トフォーム法が成立（テクノポリス法と頭脳立地法は
廃止）、1999年４月には新中小企業基本法が成立する。
同基本法により、中小企業は弱者から経済活力・イノ
ベーションの担い手に位置づけ直される。1999年度か
ら、地域プラットフォーム政策が本格展開される。こ
の政策転換は、ニューエコノミーで新たな成長をとげ
るアメリカに対し、ベンチャー育成なしにはバブル崩
壊後の「失われた10年」から脱出することはできない
との決意を示すものであった。
地域プラットフォーム政策は、産業競争力の再構築
を目標に、創業支援、ベンチャー育成のための総合的
なワンストップサービス体制＝地域プラットフォーム
を構築した。すなわち、中核的支援機関を都道府県と
政令市すべてに設立し、事業の最初（起業）から開発、
販売、上場までの一貫した支援システムを体系化した。
同時に、テクノポリス政策の限界を意識し、コーディ
ネート機能の向上と大学改革を並行して進めた。コー
ディネート機能については、コーディネーターを民間
の経験者の活用により（有期雇用、費用は国の補助金）、
中核的支援機関のコーディネート機能の向上を図った。
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他方、大学改革は、技術移転（1998年８月、大学等
技術移転促進法）や人材流動化（1997年４月・2000年
４月、国立大学教官の兼業規制緩和）の措置により、
大学発ベンチャーの育成を図るとともに（2001年４月、
経済産業省「大学発ベンチャー 1000社構想」、2005年
度に達成）、研究（ＣＯＥ）、教育（特色ＧＰ、現代Ｇ
Ｐ等）、経営（2005年４月、国立大学独立法人化）の
改革が進む。大学は大競争の時代に突入する。
地域プラットフォーム政策は、2004年度で終了、
2005年４月から、中小企業新事業活動促進法が始動し
（中小企業創造法、新事業創出促進法、経営革新法を
廃止、統合）、主たる施策は、創業、経営革新、新連
携の３つにまとめられる。他方で、2001年度から、産
業クラスター（経産省）、知的クラスター（文科省）
政策が始まり、集積形成への施策展開も始まる。
４　経済成長戦略としての地域活性化 
　　戦略
2007（平成19）年度から、地域活性化戦略が新た
に付け加わる。小泉政権末期に、「新経済成長戦略」 
（2006年６月、経済産業省）に基づく「経済成長戦略
大綱」（2006年７月、財政・経済一体改革会議）が決
定され、今後10年間の政府の基本方針として位置づけ
られた。地域産業政策も、日本経済全体の成長戦略を
支える「地域活性化戦略」として、位置づけられる。
●イノベーションと需要の好循環－吉川理論－
新経済成長戦略は、３つの基本的考え方－「人口減
少下での『新しい成長』」を「イノベーションと需要
の好循環」により「製造業とサービス業を『双発のエ
ンジン』」にして実現する－に立ち、２つの戦略（国
際産業戦略、地域活性化戦略）を展開しようとするも
のであり、経済成長戦略大綱はこの考え方に立って策
定された。
イノベーションと需要の好循環の理論は、吉川洋東
大教授の経済成長＝イノベーション論に依拠している。
成長会計分析では、成長の供給面の要因を、生産要
素（資本、労働）の投入量の増加と、全要素生産性（技
術進歩等、ＴＦＰ）の増加に分解する。成長会計によ
る日本経済の実証分析によれば、労働投入の伸びの寄
与度は小さく（最近はマイナス）、資本投入とＴＦＰ
が成長を引っ張っている（伸びの寄与度が高い）こと
が明らかになっている。したがって、人口減少ととも
に労働投入の減少が予測される時代においては、投資
とＴＦＰの拡大・上昇が重要になる。
ただし、マクロ指標のＴＦＰはその名の通り、全体
の成長率－（労働投入量の寄与度＋資本投入量の寄与
度）で計算される、つまり、成長率の残差であり、技
術進歩や経営効率の向上などの生産性向上に依存する
と考えられる。しかも、ＴＦＰは、以前と同じ資本と
労働の投入による技術進歩・生産性の向上を表すもの
あり、新しい商品・サービスの成長＝新しい労働と資
本の組み合わせによる技術進歩・イノベーションを含
むものではない。つまり、ＴＦＰと新しいイノベーショ
ンは必ずしも一致するわけではない。
吉川洋氏はこの問題に、「需要の制約」（ケインズ）
の視点を取り入れて、新しい需要＝新しい商品・サー
ビスが次々と登場する新しい「Ｓ字成長曲線」の成長
理論を明確にすることにより解答を与えた。吉川氏は
この考え方を「ケインズとシュンペーターを足して二
で割ったもの」とも言う４）。潜在的需要を対象にした
新しい商品・サービス（シュンペーター）を生み出す、
つまりプロダクト・イノベーションの波（Ｓ字曲線）
を創り出せれば需要の制約を打ち破り、ＴＦＰの成長
を維持できる。需要創出型のイノベーション（情報・
バイオ・環境・ロボット等の技術の事業化構想とイン
フラ整備）が不可欠となる。ここから、「イノベーショ
ンと需要の好循環」の考え方が導かれた。
＊吉川氏は、1999年の『転換期の日本経済』でこの
新成長理論を提示し、2001年に経済財政諮問会議
議員に就任、2001年６月の小泉政権初の「骨太方
針」に「創造的破壊」、「構造改革はイノベーショ
ンと需要の好循環を生み出す」と明記される。以
後、経済産業省「新産業創造戦略」、「新経済成長
戦略」の理論的柱となっている。
● サービス産業の生産性向上（産業活力再生特別措置
法等の一部改正）
経済産業省は、この戦略大綱の中から、地域活性化
の重要施策として、３つの主な事業を具体化する。①
サービス産業の生産性向上、②地域資源活用による売
れる商品づくり・移輸出産業化、③産業集積形成によ
る地域競争力強化の３つである。
まず、新たな成長の「双発のエンジン」として想定
されたサービス産業の生産性のアップ（日本の生産性
の低さはサービス業に依る）を「産業活力再生特別措
置法等の一部改正」（2007年度～）により進める。重
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点サービス６分野（健康・福祉、育児支援、観光・集
客、コンテンツ、ビジネス支援、流通・物流）を中心
に、ビジネスモデルの構築（指針）や知財活用により
サービス産業の生産性向上を図る。同時に、企業再生、
産業技術力の強化なども進める。
サービス業の生産性向上が日本経済の生産性アップ
をもたらすことはその通りではあるが、どのような施
策でサービス業の生産性アップを図るのか。例えば、
新経済成長戦略の提示を受けてサービス業の生産性向
上方策を探った調査研究（中小企業基盤整備機構『平
成18年度ナレッジ事業日本の中小企業のサービス経営
とイノベーション』（2007年３月））によれば、サービ
ス業の革新的なビジネスモデル（利益をあげる事業シ
ステム）をいかに築くかがポイントになる。日本の企
業は総じて利益率が低く、利益計上法人（納税法人）
は30％程度にとどまるという現実をどう変えるか。ビ
ジネスモデルの再構築は不可欠であるが、同時に、こ
れまで有効な施策展開ができなかっただけに非常に難
しいことを認識しておく必要があろう。
● 地域資源活用による売れる商品づくり（中小企業地
域資源活用促進法）
戦略大綱の工程表（第３ 地域・中小企業の活性化 
（地域活性化戦略））によれば、主な地域活性化の事業
は図表２のように整理できる。このうちの第１の「地
域資源を活用した地域産業の発展」は、地域活性化戦
略の基本視点である「地域資源に立脚した活性化」を
体現した目玉事業と位置づけられよう。
地域資源を活用した事業（地域資源活用企業化プロ
グラム）を進め、５年間で1,000の新事業創出をめざす。
そのため、2007年度から、「中小企業地域資源活用促
進法（中小企業による地域産業資源を活用した事業活
動の促進に関する法律）」（2007年４月）にもとづく「中
小企業地域資源活用プログラム」を始動させた。この
プログラムは、地域の「強み」である地域資源（地域
の特産品、産地の技術、観光資源等）を活用して新商
品開発等＝売れる商品づくりを行う中小企業を、補助
金（開発資金、商談会出展）、専門家アドバイス、融資、
設備投資減税等により支援する事業である。国の基本
方針のもとで、都道府県が基本構想で地域資源を指定
し、企業が事業計画を作成する（国の支部局が認定）
という方式で、全国的に進んでいる。
この事業は、各地域の既存の地域資源・企業活動を
ベースにして、全国、海外に売れる商品開発を進め、
あるいは、海外観光客を呼び込み、地域産業の移輸出
産業化を図り、地域経済の活性化＝競争力強化を狙っ
た施策である。
● 産業集積形成による地域競争力強化（企業立地促進法）
図表２の第２（②）に上げられている「地域の自立
や競争力強化と戦略的な基盤づくり」は産業集積の形
成・活性化を通して、「自立的で競争力の高い地域の
実現を図る」との10年後の目標をめざすとする。グロー
バルな地域間競争時代においては、これが最大の地域
主な事業項目 主な事業の方向性
①地域資源を活用した地域産業の発展 ・ 「地域資源活用企業化プログラム」により、５年間で1,000の新事業創出。地
域中核事業の育成。
②地域の自立や競争力強化と戦略的な基盤づくり ・自立的で競争力の高い地域の実現を図る
③地域のひとづくり・雇用の創出 ・「地域の雇用再生プログラム」の策定と展開
④自ら考え行動する農山漁村の活性化等 ・2010年度までに地域活性化モデル250の達成
・食品産業と農業の連携強化の取組
⑤公的サービスのコスト低減・質的向上 ・医療・福祉・介護等サービスの効率化、質的向上
⑥地域の技術開発と産学官連携等 ・産業クラスター計画の実現（５年間、４万件の新事業）
・知的・産業クラスター連携で「地域科学技術クラスター」を形成
・５年間で1,000件の知的財産の創出
⑦広域連携による地域活性化 ・複数市町村の広域の活性化
⑧新政策目標指標の設定 ・「就業達成度」指標の作成
⑨モノづくり中小企業の競争力強化 ・「中小ものづくり高度化法」にもとづく総合対策の着実な展開
⑩地域コミュニティを支える中小小売業等の振興 ・「中心市街地活性化法」改正を踏まえた取組を支援し、にぎわいを創出
⑪地域中小企業の事業展開支援 ・中小企業事業再生の展開と見直しを行う
・再挑戦、女性・高齢者活用事業の活性化
⑫地域活性化のための新たな手法等 ・地域活性化のための資金供給ルートの充実
⑬都市再生／密集市街地整備／中心市街地の活性化 ・都市再生、リノベーション、改正中心市街地活性化法による活性化
図表２　経済成長戦略大綱工程表の主な地域活性化事業展開（2006 ～ 2015年度）
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活性化のポイントとなろう。
この法律は、地域の自立と競争力強化にむけて頑張
る地域を応援するため、企業立地の促進等による地域
における産業集積の形成・活性化のために地方公共団
体が行う主体的・計画的な取組を支援する。そのため、
2007年度から、「企業立地促進法（企業立地の促進等
による地域における産業集積の形成及び活性化に関す
る法律）」（2007年４月）を始動させた。国の基本方針
のもとで、都道府県及び市町村が「地域産業活性化協
議会」を組織し、基本計画（目標、集積区域、集積業
種、環境整備等）を作成し国の同意を得る。これにより、
工場立地法の特例や工場等の中小企業基盤整備機構の
支援（整備）が可能になる。また、企業立地計画や事
業高度化計画を作成し、都道府県知事の承認を受けた
立地企業や事業高度化計画企業には、課税特例（特別
償却）や信用保証の支援措置が行われる。さらに、企
業立地促進のためのワンストップサービス機関「企業
立地支援センター」（全国10地区）による支援、企業
誘致・人材育成への助成、立地企業への低利融資等や
自治体の立地企業地方税減免額への補填措置などが講
じられる。2008年度当初時点で、全国143地域で基本
計画が同意ないし検討中である。
この事業の意義、位置づけは何か。まず第１に、正
面から産業集積の形成・活性化をめざす点に大きな意
義を持つと言える。1990年代の産業空洞化対策として、
基盤技術産業と産地（いわゆる地場産業）の特定の産
業集積の活性化をめざした「地域産業集積活性化法」
の先例はあるが５）、今回の企業立地促進法は全産業を
カバーする。事例によれば、中核企業・外資系企業新
規誘致型（三重県のシャープ亀山工場中心のクリス
タルバレー）、基盤的技術産業集積型（長野県諏訪地
域のような精密機械工業の集積）、地域産業集積発展
型（山形大学城戸教授中心の山形県有機ＥＬバレー）、
サービス産業集積型（県が誘致した沖縄県コールセン
ター）などがあげられる。つまり、海外、県外からの
誘致、新規創業さらに既存産業内のイノベーションな
ど多様な要因、その組み合わせによる新産業集積形成・
拡大強化をめざす。これが成果をあげれば、文字通り、
地域の自立と競争力強化に結びつくと言えよう。その
意味で重要な意義をもつ。
第２に確認すべきは、地域活性化をめぐる認識の転
換を明確に意識することである。この事業の国の「基
本方針」（「地域における産業集積の形成及び産業集積
の活性化の促進に関する基本的な方針」、平成19年６月
25日）に、次の認識が示される（「基本方針」の第１号）。
　・今日の地域は国内外の「様々な産業特性を有する
地域との競争に直面する」
　・公共事業に単に依存するのではなく、「自律的・持
続的な成長を実現するための地域経済の基盤の強
化を図る」ことが地域活性化にとって重要である
　・「そのような地域が国内に多数存在し、…互いに
切磋琢磨する構造が日本経済全体の競争力向上に
不可欠と言える」
　・地域の産業集積の形成・活性化は、「地域の生み
出す付加価値を増大」させ、「優良な雇用機会」
を創出し、移輸出・域内産業双方を活性化させ、
地域の活力を高める
　・産業集積の形成・活性化に当たっては、「地域が
自らの強みを認識し、その強みを増進させつつ活
用した特色ある地域経済の将来像を描くことが重
要である」
ここには、グローバルな地域間競争→独自の持続的
な成長基盤＝産業集積の形成が不可欠（そういう地域
が多数存在することが日本の競争力を向上させる）→
産業集積の形成・活性化は付加価値、雇用機会を増大
させ、地域を活性化させる→産業集積の形成は地域の
強みの活用が不可欠、という認識のフローが示される。
地域もこの認識を共有し、具体的な戦略を構築しなけ
ればならない。
第３に、新しい産業集積の概念と位置づけが示され
ていること。企業立地促進法は、産業集積を「自然的
経済的社会的条件からみて一体である地域において同
種の事業又はこれと関連性が高い事業を相当数の者が
有機的に連携しつつ行っている場合の当該事業者の集
積」（第３条）と定義し、次の基本理念を掲げる。
「地域における産業集積の形成及び活性化は、産業
集積が事業者相互間における効率的な分業、事業高度
化に資する情報の共有、研究開発における緊密な連携
等を促進することにより、効率的かつ創造的な事業
活動を可能とし、もって地域経済に活力をもたらすと
ともに我が国経済の生産性の向上に資する」（第２条）
ので、地方自治体は連携して、産業集積形成を行わな
ければならない。
ここから明らかなのは、形成しようとする産業集積
は、単なる事業所の同一地区への集中状態を指すので
はなく、立地企業等間に有機的な連携、つまり、効率
的分業、情報共有および研究開発の連携等が行われ効
率的・創造的事業活動が行われる状態を指しているこ
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とだ。この連携の考え方は、国の「基本方針」のなか
で、基本計画の集積区域の設定、産業共用施設の整備、
人材育成・確保、技術支援の各分野にも明示されてい
る。とくに、組織間の連携を示した箇所（「基本方針」
の第５）では、自治体間の広域連携（機能分担、重複
投資回避）、地域における産学官の連携＝民間企業、
商工会議所等経済団体、大学・研究機関、高校等教育
機関の「緊密なネットワーク」の構築の重要性、さら
には地域産業活性化協議会での合意形成の重要性（「基
本方針」の第８）が強調されている。上記の図表２の
工程表に示される「地域科学技術クラスター」（「⑥地
域の技術開発と産学官連携」）の形成がその大きなメ
ルクマールとなろう。
この考えは、上記の「総合的点検」の「新しい産業
集積」の形成と一致しており、同時に、より深めた表
現となっている。
５　地域優位の本格構築へ－地域イノ 
　　ベーション政策の展開－
以上の政策展開を整理すると次のようにまとめられ
よう。
　・国土政策と経済政策の両面から、地域における国
際競争力形成の必要性と方向性が明示された。
　・21世紀の国土は、ヨーロッパの中規模国並の「広
域ブロック」（道州）から構成され、「広域ブロッ
ク」は競争力を有し自立的な発展をめざす。
　・「広域ブロック」は、競争力の源泉となる都市拠
点と新しい産業集積を形成する。
　・21世紀の人口減少下の日本経済は、「イノベー 
ションと需要の好循環」による新しい成長を目指
さなければならない。
　・「イノベーションと需要の好循環」をめざした地
域活性化戦略を新しく構築する必要がある。
　・地域活性化戦略は、地域資源を活用した新製品・
事業開発やサービス産業の生産性向上を図るとと
もに、創業や新規企業立地も加えて、競争力のあ
る産業集積の形成をめざす。上記の地域プラット
フォーム後の中小企業新事業活動促進法（2005年
４月から）による創業、経営革新、新連携の３つ
の施策、さらに産業クラスター・知的クラスター
などの施策もこの産業集積形成の一環に位置づけ
られる。
以上の整理は、国土政策面からも経済政策面からも、
地域の競争力の源泉である「新しい産業集積」なしに
は、グローバル経済競争に生き残ることはできない、
との結論に至ったことを示す。そして、その際忘れて
ならないのは、「イノベーションと需要の好循環」の
考え方に立った集積形成であり、その実践的な実現で
ある。
そのために重要なのは、地域イノベーション政策の
本格展開によりその実現をめざすことである。筆者は、
地域イノベーションシステムの枠組みとして、次の諸
点を示した６）。
　①「地域経済メネジメント」時代の到来
　② 地域経済を牽引する主要産業クラスターの明確
化、形成
　③特色あるイノベーション・インフラの形成、確立
　④ネットワーキング＝企業家活動の活発な展開
　⑤政策クラスター＝リーダーシップ活動の充実
この５つの活動をネットワーキングで、つまり、地
域の産官学連携で精力的に展開することが不可欠であ
る。こうした地域イノベーション政策の展開なしに
は、「イノベーションと需要の好循環」が組み込まれ
た（embeded）、つまり競争力のある「新しい産業集
積」は形成できないであろう。この観点から、先の企
業立地促進法の基本計画の内容をつめるところから始
めなければならない。
もう１つは、この④と⑤に係わるコーディネーター
活動の活性化、確立である。周知のように、平成20年
度から、経済産業省・中小企業庁（一部、農水省含
む）が「地域力連携拠点事業」を開始した。この事業
は、全国に商工会議所等316拠点（機関）をもうけ（申
請認定）、中小企業にきめ細かなワンストップサービ
スを行おうとするものである。支援サービスとして
は、約800名のコーディネーターが中小企業に密着し
て、経営診断の上に立って、新たな経営手法の導入（Ｉ
Ｔ活用や知的資産活用）、経営革新・地域資源活用・
農商工等連携などによる新事業展開、創業・再チャレ
ンジ支援、さらに事業承継支援などを徹底的に展開す
る、という。こうした地域諸機関の連携とコーディネー
ターの活用による支援は、すでに終了した地域プラッ
トフォームのワンストップサービスをより地域レベル
に密着させて、充実、定着させようとするものと見て
よいであろう。同時に、コーディネート機能の形成
は地域イノベーションシステム形成、つまり競争力を
持った「新しい産業集積」形成にとって最大、かつ実
践的テーマであり課題であることを認識しなければな
84
らない。
以上の２点が「地域優位」7）の本格構築にむけて地
域が直面する喫緊の課題である。
<注＞
１） 原田誠司「グローバル経済時代と地域振興計画－
新「国土計画」について－」（中央大学経済学部『経
済学論纂』第45号１・２合併号、2005年３月）を
参照。
２） 第５次全国総合開発計画とも言われる『新・全国
総合開発計画 21世紀の国土のグランドデザイン－
地域の自立の促進と美しい国土の創造－』（1998
年３月）では、三大都市圏（東京圏、関西圏、名
古屋圏）、地方中枢都市圏（札幌、仙台、広島、
福岡・北九州）、地方中核都市圏（新潟、金沢・
富山、静岡・浜松、岡山・高松、松山、熊本、鹿
児島、那覇等）が「中枢拠点都市圏」とされている。
３） 久保孝雄／原田誠司編著『知識経済とサイエンス
パーク』（日本評論社、2001年10月）を参照。
４） 吉川　洋『構造改革と日本経済』（岩波書店、2003
年10月）91頁。
５） 地域産業集積活性化法（「特定産業集積の活性化
に関する臨時措置法」）は、1992（平成４）年制
定の「特定中小企業集積の活性化に関する臨時措
置法」を発展的に解消・統合した法律で（施策の
充実と対象の拡大）、1997（平成９）年６月12日
～ 2007（平成19）年６月11日の時限立法である。
趣旨：産業空洞化の影響を受けているものづくり
産業や産地の活性化＝技術高度化や新分野進出が
目的。対象：①基盤的技術産業集積（いわゆるＡ
集積）－部品・金型等基盤技術産業集積（７万ha
以下、100事業者以上、出荷額等1000億円以上）
が対象（25地域）、②特定中小企業集積（いわゆ
るＢ集積）－産地・企業城下町の特定産業集積
（７万ha以下、50事業者以上、出荷額等100億円以
上）（170地域）。方式：国の「活性化指針」→都
道府県の「活性化計画」作成・国の同意→企業等
の「進出計画」・「進出円滑化計画」の申請→都道
府県が承認。
６） 原田誠司「新成長戦略と地域イノベーション」（長
岡大学地域研究センター『地域研究』第６号、
2006年11月）を参照。
７） 地域優位regional advantageの用語は、アナリー・
サクセニアンがその著『現代の二都物語』（大前研一
訳、講談社、1995年。原著名Regional Advantage）
で提示した概念。地域の産業適応力、産業集積の
戦略拠点性、地域ネットワークの３つを地域優位
の条件とした。原田誠司「産業集積の理論的諸問
題」（長岡短期大学『地域研究』第７号、1997年）
を参照。
（2008年10月26日）
